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回次
第76期

中間連結会計期間
第77期

中間連結会計期間
第76期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上収益 （百万円） 95,130 90,167 187,208

税引前中間利益又は税引前利益

（△損失）
（百万円） △2,739 12,815 △8,290

親会社の所有者に帰属する中間

（当期）利益（△損失）
（百万円） △4,404 8,773 △8,632

親会社の所有者に帰属する

中間（当期）包括利益
（百万円） 7,982 1,890 16,645

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 212,533 206,965 211,829

総資産額 （百万円） 287,948 288,858 294,029

基本的１株当たり中間（当期）

利益（△損失）
（円） △76.09 159.69 △151.62

希薄化後１株当たり中間（当

期）利益（△損失）
（円） △76.09 159.05 △151.62

親会社所有者帰属持分比率 （％） 73.8 71.6 72.0

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 4,092 5,293 11,291

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 5,672 3,867 14,048

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △8,051 △4,196 △20,211

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 30,333 37,568 33,547

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により作成した要約中間連結財務諸表及び連結財務諸

表に基づいております。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに認識した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

2024年３月期

中間連結

会計期間

2025年３月期

中間連結

会計期間

前年同期比

増減額 増減率

売上収益 95,130 90,167 △4,963 △5.2％

売上原価 41,446 39,111 △2,335 △5.6％

売上総利益 53,684 51,056 △2,628 △4.9％

販売費及び一般管理費 49,868 48,752 △1,116 △2.2％

事業利益 3,816 2,304 △1,512 △39.6％

その他の収益 748 10,268 ＋9,520 －

その他の費用 7,948 1,021 △6,927 △87.2％

営業利益（△損失） △3,384 11,551 ＋14,935 －

金融収益 1,333 992 △341 △25.6％

金融費用 152 295 ＋143 ＋94.1％

持分法による投資損益 △536 567 ＋1,103 －

税引前中間利益（△損失） △2,739 12,815 ＋15,554 －

親会社の所有者に帰属する中間利益（△損

失）
△4,404 8,773 ＋13,177 －

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

（単位：百万円）

　当中間連結会計期間（2024年４月１日～2024年９月30日）における当社グループの商況は、主要国において主力

商品であるレディスインナーウェア販売の低迷が続きました。国内は、ECチャネルは堅調を維持しましたが、実店

舗においては、量販店チャネルにおける一部店舗の閉店影響や既存店の来店客数の伸び悩みなどを受け、厳しい状

況が続きました。米国は、高金利政策による景気の失速懸念から、一部の取引先での仕入抑制が続き、低調な推移

となりました。欧州は、インフレが沈静化し経済全体が回復基調にある中で、特に欧州大陸エリアでの販売が好調

に推移しました。中国については、長引く景況感の悪化を受けた個人消費の伸び悩みにより、売上の回復は想定を

下回りました。

　このような環境において、当社グループは、2026年３月期を最終年度とする３カ年の中期経営計画（リバイズ）

の目標達成に向けて、「収益力の改善に向けたビジネスモデル改革」、「“VISION2030”達成に向けた成長戦

略」、「ROICマネジメントの導入」、「アセットライト化の推進」に取り組みました。当中間連結会計期間におい

ては、ビジネスモデル改革の一環として、国内の３つの生産拠点の譲渡及び操業停止を決定したほか、需要変動に

応じて商品を柔軟に提供する新しいサプライチェーンの構築や、収益性の高い筋肉質な企業経営を実現するコスト

構造改革を進めました。成長戦略においては、海外事業の着実な成長実現、サプライチェーンの集約による高収益

構造への変革を果たすべく、2024年９月にワコールヨーロッパを通じて、英国のBravissimo Group Limited（以

下、Bravissimo Group）を買収いたしました。Bravissimo Groupは、自社ブランドの「Bravissimo」を中心に、ワ

コールヨーロッパや他社ブランドのインナーウェアと水着などを扱う直営店を英国で25店舗展開するほか、自社の

ウェブサイトを運営しております。これまで卸売事業を中心に展開していたワコールヨーロッパは、Bravissimo 

Groupと連携することで、消費者との直接的な接点を持つ直営店が拡大し、ECサイトと実店舗でのオンライン・オ

フラインでのクロスセルを実現します。そのほか、企業価値の向上に寄与しない資産については売却することを基

本とするアセットライト化の方針のもと、2024年６月に浅草橋ビル、2024年８月に旧福岡事業所跡地を売却しまし

た。
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2024年３月期 2025年３月期 前年同期比

中間連結

会計期間
構成比

中間連結

会計期間
構成比 増減額 増減率

売上収益合計 95,130 100.0％ 90,167 100.0％ △4,963 △5.2％

ワコール事業（国内） 47,275 49.7％ 45,006 49.9％ △2,269 △4.8％

ワコール事業（海外） 35,028 36.8％ 34,549 38.3％ △479 △1.4％

ピーチ・ジョン事業 5,502 5.8％ 5,165 5.7％ △337 △6.1％

その他 7,325 7.7％ 5,447 6.1％ △1,878 △25.6％

2024年３月期 2025年３月期 前年同期比

中間連結

会計期間
売上比

中間連結

会計期間
売上比 増減額 増減率

営業利益（△損失） △3,384 － 11,551 12.8％ ＋14,935 －

ワコール事業（国内） 1,303 2.8％ 8,497 18.9％ ＋7,194 ＋552.1％

ワコール事業（海外） △5,023 － 2,783 8.1％ ＋7,806 －

ピーチ・ジョン事業 △37 － △44 － △7 －

その他 373 5.1％ 315 5.8％ △58 △15.5％

　以上の結果、当中間連結会計期間の連結売上収益は、901億67百万円（前年同期比5.2％減）、事業利益は23億４

百万円（前年同期比39.6％減）となりました。事業利益は前年同期を下回りましたが、各社の販管費のコントロー

ルが寄与し、当初の計画数値を上回る着地となりました。営業利益は、浅草橋ビル及び旧福岡事業所跡地等の固定

資産売却益（91億35百万円）の計上が寄与し、115億51百万円（前年同期は33億84百万円の営業損失）となりまし

た。税引前中間利益は128億15百万円（前年同期は27億39百万円の税引前損失）、親会社の所有者に帰属する中間

利益は87億73百万円（前年同期は44億４百万円の損失）となりました 。

　なお、当該期間の為替換算レートは、１米ドル＝152.63円（前年同期141.00円）、１英ポンド＝195.46円（同

177.49円）、１中国元＝21.15円（同19.75円）であります。

　報告セグメントの実績を示すと次のとおりであります。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

①　ワコール事業（国内）

　当中間連結会計期間は、実店舗については来店客数の減少などにより苦戦が続いたものの、EC事業の成長が全

体を下支えしました。また、為替の円安進行や原材料高による原価高騰の影響を受け、厳しい外部環境が継続し

ておりますが、自社ECなどの利益率の高いチャネルの伸長などにより、売上利益率は前年同期並みの水準を確保

しました。

　商品別の状況は、第１四半期から好調が続く「シンクロブラトップ」のほか、「重力ケアブラ　ノンワイヤ

ー」や「ハグするブラ」などの商品が堅調に推移しております。

　これらの結果、当該セグメントの売上収益は450億６百万円（前年同期比4.8％減）となり、計画を上回る着地

となりました。なお、当連結会計年度については中期経営計画（リバイズ）の方針に沿って、不採算店舗の撤退

や店頭在庫の適正化を目的とした納品調整などを織り込み、減収を計画しております。営業利益は、旧福岡事業

所跡地の固定資産売却益（76億77百万円）の計上が寄与したことから、84億97百万円（前年同期比552.1％増）

と前年同期及び計画に対して大幅な増益となりました。

②　ワコール事業（海外）

　ワコールインターナショナル（米国）は、Intimates Online, Inc.（以下、IO社）の事業撤退の影響により、

現地通貨ベースの売上は前年同期を下回りました。「Wacoal」ブランドを展開する米国ワコールは、実店舗につ

いては得意先の仕入抑制の影響により納品が停滞、自社ECは広告配信の規制により集客に苦戦しておりますが、

他社ECについては好調を維持しております。

　ワコールヨーロッパは、ドイツ・フランスでの販売が伸長し、現地通貨ベースで前年同期を上回りました。特

にドイツについては、マーケティング投資が奏功した結果、自社ECの訪問者数が増加しており、2024年７月には

単月最高売上を記録するなど、順調に推移しております。なお、2024年９月26日に買収したBravissimo Groupに

ついては、当中間連結会計期間の損益への影響は軽微であります。
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売上収益

2024年３月期 2025年３月期 前年同期比

中間連結

会計期間
構成比

中間連結

会計期間
構成比 増減額 増減率

ワコール 44,569 46.9％ 42,094 46.7％ △2,475 △5.6％

ワコールインターナショナル(米国) 15,111 15.9％ 14,402 16.0％ △709 △4.7％

ワコールヨーロッパ 10,055 10.6％ 11,490 12.7％ ＋1,435 ＋14.3％

中国ワコール 5,161 5.4％ 4,525 5.0％ △636 △12.3％

ピーチ・ジョン 5,502 5.8％ 5,165 5.7％ △337 △6.1％

ルシアン 1,326 1.4％ 1,486 1.6％ ＋160 ＋12.1％

営業利益（△損失）

2024年３月期 2025年３月期 前年同期比

中間連結

会計期間
売上比

中間連結

会計期間
売上比 増減額 増減率

ワコール 1,400 3.1％ 9,761 23.2％ ＋8,361 ＋597.2％

ワコールインターナショナル(米国) △6,716 － 1,233 8.6％ ＋7,949 －

ワコールヨーロッパ 800 8.0％ 940 8.2％ ＋140 ＋17.5％

中国ワコール △220 － △248 － △28 －

ピーチ・ジョン △37 － △44 － △7 －

ルシアン 89 6.7％ 53 3.6％ △36 △40.4％

　中国ワコールは、実店舗・ECともに苦戦が続く中、百貨店の販促イベントへの参加や、ポイント施策などの既

存顧客に向けたアプローチを行いましたが、厳しい事業環境が継続しております。

　これらの結果、邦貨換算ベースでの当該セグメントの売上収益は345億49百万円（前年同期比1.4％減）となり

ました。営業利益は、IO社の事業撤退に伴う利益改善やワコールヨーロッパの好調が寄与し、27億83百万円（前

年同期は50億23百万円の営業損失）となりました。

③　ピーチ・ジョン事業

　当中間連結会計期間については、他社ECは新規サイト出店による効果もあり、引き続き堅調に推移しました

が、自社ECは、購買率向上を目指しセールや販促活動を実施したものの、苦戦が続いております。また、直営店

については、有名タレントを起用した販促プロモーションや30周年キャンペーンの実施により集客や購買率の改

善を図りましたが、期待した効果を得ることができず、前年同期を下回りました。

　これらの結果、当該セグメントの売上収益は51億65百万円（前年同期比6.1％減）となりました。営業損益

は、売上動向に応じて販管費のコントロールに努めたものの、減収影響や仕入単価の高騰等により、44百万円の

営業損失（前年同期は37百万円の営業損失）となりました。

④　その他

　ルシアンは自社ブランド商品や刺しゅうアイテムなどの販売が堅調に推移した結果、増収となりました。営業

利益については、前年同期に発生した為替差益の反動により減益となりました。Aiについては前年同期からわず

かに減収となったものの、店舗数の絞り込みとECへのチャネルシフトにより利益率が改善し、営業利益は増益と

なりました。

　なお、2024年５月15日に開示した「連結子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ」のとおり、七彩は株式

譲渡に伴い、当社の連結範囲から除外しております。

　これらの結果、当該セグメントの売上収益は54億47百万円（前年同期比25.6％減）となりました。営業利益は

３億15百万円（前年同期比15.5％減）となりました。

（参考）主要子会社の売上収益・営業利益（△損失）

（単位：百万円）

※外部売上収益のみを記載しております。

（単位：百万円）
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　当中間連結会計期間末における総資産は、その他の金融資産が減少したことなどにより、前連結会計年度末に比

して51億71百万円減少し、2,888億58百万円となりました。

　負債は、借入金が増加したものの、営業債務及びその他の債務や繰延税金負債が減少したことなどにより、前連

結会計年度末に比して１億62百万円減少し、787億25百万円となりました。

　親会社の所有者に帰属する持分は、自己株式を取得したことなどにより、前連結会計年度末に比して48億64百万

円減少し、2,069億65百万円となりました。

　以上の結果により、当中間連結会計期間末における親会社所有者帰属持分比率は、前連結会計年度末に比して

0.4ポイント減少し、71.6％となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比して40億21百万円増加し、375億

68百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、中間利益87億15百万円に減価償却費及び償

却費や法人所得税費用などによる調整を加えた金額に対して、資産及び負債の増減などによる調整を行った結果、

52億93百万円の収入（前年同期に比し12億１百万円の収入増）となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、子会社の取得があったものの、有形固定資

産等の売却などにより、38億67百万円の収入（前年同期に比し18億５百万円の収入減）となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得などにより、41億96百万円

の支出（前年同期に比し38億55百万円の支出減）となりました。

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(4）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新

たに生じた対処すべき課題はありません。

(6）研究開発活動

　当中間連結会計期間における研究開発費の金額は、１億62百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当社は、2024年９月26日開催の取締役会において、当社の子会社であるWacoal Europe Limited（以下、「WEL」）

を通じて、英国の女性用インナーウェア、水着等の企画開発及び直営店や自社ECでの販売を手がけるBravissimo 

Group Limitedの発行済株式の全てを取得する株式譲渡契約書の締結を決議し、WELは、同日付（英国時間）で株式譲

渡契約を締結いたしました。詳細は、「第４　経理の状況　１　要約中間連結財務諸表　要約中間連結財務諸表注記　

６．企業結合」に記載しております。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）

（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株)
（2024年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 55,500,000 55,500,000
東京証券取引所

プライム市場

株主としての権利内容

に制限のない、標準と

なる株式であり、単元

株式数は100株であり

ます。

計 55,500,000 55,500,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年５月24日

（注）
△5,500 55,500 － 13,260 － －

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　（注）　自己株式の消却による減少であります。
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2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８－１　赤坂インタ

ーシティＡＩＲ
4,846 8.94

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 3,050 5.63

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 2,704 4.99

株式会社京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700 2,352 4.34

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

（常任代理人　ゴールドマン・サ

ックス証券株式会社）

PLUMTREE COURT, 25 SHOE LANE, LONDON 

EC4A 4AU, U.K.

（東京都港区虎ノ門２丁目６－１　虎ノ門

ヒルズステーションタワー）

1,641 3.03

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６－６

日本生命証券管理部内
1,569 2.90

株式会社滋賀銀行 滋賀県大津市浜町１－38 1,569 2.90

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海１丁目８－12 1,529 2.82

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 1,525 2.81

株式会社日本カストディ銀行（三

井住友信託銀行再信託分・東レ株

式会社退職給付信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 1,205 2.22

計 － 21,993 40.59

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

株券等保有割合
（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13－１ 33 0.05

ノムラ　インターナショナル　ピー

エルシー

(NOMURA INTERNATIONAL PLC)

1 Angel Lane, London EC4R 3AB, 

United Kingdom
111 0.17

野村アセットマネジメント株式会社 東京都江東区豊洲２丁目２－１ 2,588 4.01

計 2,732 4.24

（５）【大株主の状況】

（注）１　上記のほか、自己株式が1,316千株あります。

２　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、株式会社日本カストディ銀行（信託口）及び株式会社日

本カストディ銀行（三井住友信託銀行再信託分・東レ株式会社退職給付信託口）の所有株式数は、すべて各行

の信託業務に係るものであります。

３　2022年11月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、野村證券株式会社及

びその共同保有者が2022年10月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

当中間会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況では考慮しておりませ

ん。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

４　2024年７月17日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、3Dインベストメン

ト・パートナーズ・プライベート・リミティッド（3D Investment Partners Pte. Ltd.）が2024年７月９日現

在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当中間会計期間末における実質所有株

式数の確認ができませんので、上記大株主の状況では考慮しておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

株券等保有割合
（％）

3Dインベストメント・パートナー

ズ・プライベート・リミティッド

（3D Investment Partners Pte. 

Ltd.）

シンガポール共和国179101、ノースブ

リッジロード250、#13-01ラッフルズ

シティタワー

5,974 10.76

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

株券等保有割合
（％）

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 2,704 4.87

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 2,376 4.28

三菱ＵＦＪアセットマネジメント株

式会社
東京都港区東新橋１丁目９－１ 226 0.41

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証

券株式会社
東京都千代田区大手町１丁目９－２ 312 0.56

計 5,619 10.13

５　2024年７月24日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社三菱ＵＦＪ

フィナンシャル・グループ及びその共同保有者が2024年７月17日現在で以下の株式を所有している旨が記載さ

れているものの、株式会社三菱ＵＦＪ銀行を除き、当社として当中間会計期間末における実質所有株式数の確

認ができませんので、上記大株主の状況では考慮しておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

株主としての権利内容

に制限のない、標準と

なる株式であり、単元

株式数は100株であり

ます。

普通株式 1,316,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 54,077,800 540,778 同上

単元未満株式 普通株式 105,900 － 同上

発行済株式総数 55,500,000 － －

総株主の議決権 － 540,778 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。
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2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数

（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ワコール

ホールディングス

京都市南区吉祥院

中島町29番地
1,316,300 － 1,316,300 2.37

計 － 1,316,300 － 1,316,300 2.37

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以

下「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９

月30日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けており

ます。
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（単位：百万円）

科目 注記
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

資産

流動資産

現金及び現金同等物 33,547 37,568

営業債権及びその他の債権 22,141 19,127

その他の金融資産 13 1,996 2,290

棚卸資産 49,989 52,089

その他の流動資産 4,464 4,063

流動資産合計 112,137 115,137

非流動資産

有形固定資産 7 45,478 43,481

使用権資産 11,471 12,683

のれん 6,7 11,805 16,502

無形資産 7 11,890 10,823

投資不動産 2,839 1,583

持分法で会計処理されている投資 7 20,347 20,074

その他の金融資産 13 54,451 44,919

退職給付に係る資産 18,795 18,895

繰延税金資産 3,995 3,970

その他の非流動資産 821 791

非流動資産合計 181,892 173,721

資産合計 294,029 288,858

１【要約中間連結財務諸表】

（１）【要約中間連結財政状態計算書】
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（単位：百万円）

科目 注記
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

負債及び資本

負債

流動負債

借入金 13 7,200 10,390

リース負債 4,898 4,686

営業債務及びその他の債務 17,406 14,977

その他の金融負債 13 995 929

未払法人所得税 4,074 3,126

その他の流動負債 14,566 14,011

流動負債合計 49,139 48,119

非流動負債

借入金 13 1,946 4,101

リース負債 6,598 8,065

退職給付に係る負債 2,947 2,086

繰延税金負債 16,934 15,125

その他の非流動負債 1,323 1,229

非流動負債合計 29,748 30,606

負債合計 78,887 78,725

資本

資本金 13,260 13,260

資本剰余金 20,550 4,444

利益剰余金 148,494 155,818

その他の資本の構成要素 46,784 38,597

自己株式 8 △17,259 △5,154

親会社の所有者に帰属する持分合計 211,829 206,965

非支配持分 3,313 3,168

資本合計 215,142 210,133

負債及び資本合計 294,029 288,858
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（単位：百万円）

科目 注記
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

売上収益 10 95,130 90,167

売上原価 △41,446 △39,111

販売費及び一般管理費 6 △49,868 △48,752

その他の収益 11 748 10,268

その他の費用 7 △7,948 △1,021

営業利益（△損失） △3,384 11,551

金融収益 13 1,333 992

金融費用 13 △152 △295

持分法による投資利益 753 567

持分法による投資の減損損失 7 △1,289 －

税引前中間利益（△損失） △2,739 12,815

法人所得税費用 △1,657 △4,100

中間利益（△損失） △4,396 8,715

中間利益（△損失）の帰属

親会社の所有者 △4,404 8,773

非支配持分 8 △58

中間利益（△損失） △4,396 8,715

１株当たり中間利益（△損失） 12

基本的１株当たり中間利益（△損失）（円） △76.09 159.69

希薄化後１株当たり中間利益（△損失）

（円）
△76.09 159.05

（２）【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

科目 注記
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

中間利益（△損失） △4,396 8,715

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産
13 5,606 △4,724

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
△13 △144

純損益に振り替えられることのない項目

合計
5,593 △4,868

純損益に振り替えられる可能性のある項目

在外営業活動体の換算差額 6,378 △2,177

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
618 184

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
6,996 △1,993

その他の包括利益合計 12,589 △6,861

中間包括利益 8,193 1,854

中間包括利益の帰属

親会社の所有者 7,982 1,890

非支配持分 211 △36

中間包括利益 8,193 1,854

【要約中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

項目

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の
資本の
構成要素

自己株式 合計

2023年４月１日残高 13,260 29,029 151,779 32,023 △15,894 210,197 3,285 213,482

中間利益（△損失） △4,404 △4,404 8 △4,396

その他の包括利益 12,386 12,386 203 12,589

中間包括利益合計 － － △4,404 12,386 － 7,982 211 8,193

自己株式の取得 8 △3,483 △3,483 △3,483

自己株式の消却 8 △8,572 8,572 － －

株式報酬取引 8 8 52 60 60

配当金 9 △2,321 △2,321 △99 △2,420

支配継続子会社に対する持分変動 98 98 △20 78

その他の資本の構成要素から利益

剰余金への振替
4,060 △4,060 － －

所有者との取引額合計 － △8,466 1,739 △4,060 5,141 △5,646 △119 △5,765

2023年９月30日残高 13,260 20,563 149,114 40,349 △10,753 212,533 3,377 215,910

（単位：百万円）

項目

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の
資本の
構成要素

自己株式 合計

2024年４月１日残高 13,260 20,550 148,494 46,784 △17,259 211,829 3,313 215,142

中間利益（△損失） 8,773 8,773 △58 8,715

その他の包括利益 △6,883 △6,883 22 △6,861

中間包括利益合計 － － 8,773 △6,883 － 1,890 △36 1,854

自己株式の取得 8 △4,061 △4,061 △4,061

自己株式の消却 8 △16,011 16,011 － －

株式報酬取引 8 △95 155 60 60

配当金 9 △2,753 △2,753 △107 △2,860

子会社の支配喪失に伴う変動 △2 △2

その他の資本の構成要素から利益

剰余金への振替
1,304 △1,304 － －

所有者との取引額合計 － △16,106 △1,449 △1,304 12,105 △6,754 △109 △6,863

2024年９月30日残高 13,260 4,444 155,818 38,597 △5,154 206,965 3,168 210,133

（３）【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）
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（単位：百万円）

科目 注記
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

中間利益（△損失） △4,396 8,715

減価償却費及び償却費 5,917 5,635

減損損失 7 6,392 365

金融収益 △1,333 △992

金融費用 152 295

持分法による投資損益（△は益） △753 △567

持分法による投資の減損損失 7 1,289 －

法人所得税費用 1,657 4,100

固定資産売却損益（△は益） 79 △9,043

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加） 1,618 3,612

棚卸資産の増減額（△は増加） △315 △126

その他の資産の増減額（△は増加） △715 △199

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少） △3,192 △1,935

退職給付に係る資産及び負債の増減額 △1,872 △493

その他の負債の増減額（△は減少） 448 △1,135

その他 △2,328 △1,074

小計 2,648 7,158

利息の受取額 119 234

配当金の受取額 1,330 1,326

利息の支払額 △138 △189

法人所得税の支払額又は還付額（△は支払） 133 △3,236

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,092 5,293

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 701 984

定期預金の預入による支出 △908 △931

有形固定資産等の取得による支出 △1,112 △1,279

有形固定資産等の売却による収入 33 10,527

無形資産の取得による支出 △837 △521

その他の金融資産の取得による支出 △77 △56

その他の金融資産の売却及び償還による収入 7,824 1,579

子会社の取得による支出 6 － △7,352

子会社の売却による収入 － 858

その他 48 58

投資活動によるキャッシュ・フロー 5,672 3,867

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 668 3,089

長期借入れによる収入 － 3,909

長期借入金の返済による支出 － △1,526

リース負債の返済による支出 △2,886 △2,747

自己株式の取得による支出 8 △3,483 △4,061

親会社の所有者への配当金の支払額 9 △2,321 △2,753

非支配持分への配当金の支払額 △99 △107

非支配持分への子会社持分売却による収入 78 －

非支配持分からの子会社持分取得による支出 △8 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,051 △4,196

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,839 △943

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,552 4,021

現金及び現金同等物の期首残高 26,781 33,547

現金及び現金同等物の中間期末残高 30,333 37,568

（４）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社ワコールホールディングス（以下、「当社」という。）は日本に所在する株式会社であります。その登

記されている本社及び主要な事業所の住所はウェブサイト（URL https://www.wacoalholdings.jp/）で開示してお

ります。

　当社の2024年９月30日に終了する６ヶ月間の要約中間連結財務諸表は、当社及びその子会社（以下「当社グルー

プ」という。）、並びに当社の関連会社及び共同支配企業に対する持分により構成されております。

　当社グループの事業内容は、インナーウェア（主にファンデーション、ランジェリー、ナイトウェア）、アウタ

ーウェア、スポーツウェア、その他の繊維製品及び関連製品等の製造、卸売販売及び製品の消費者への小売であり

ます。各事業の内容については注記「５．セグメント情報」に記載しております。

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会

社」の要件を満たすことから、同第312条の規定により、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しておりま

す。

　要約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されるすべての情報が含まれていないため、前連結会計年

度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

(2）機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満を

四捨五入して表示しております。

３．重要性がある会計方針

　要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において

適用した会計方針と同一であります。

　なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

４．重要な会計上の見積り及び判断

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、収益及び費用、資産及び負債の測定に関する経営者の見積り及び仮定

を含んでおります。これらの見積り及び仮定は過去の実績及び決算日において合理的であると考えられる様々な要

因等を勘案した経営者の最善の判断に基づいております。しかし、その性質上、将来において、これらの見積り及

び仮定とは異なる結果となる可能性があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は、継続して見直され、会計上の見積りの見直しによる影響は、当該見直しを行

った会計期間及び将来の会計期間において認識されます。

　経営者が行った要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断及び見積りは、前連結会計年度に係る連

結財務諸表と同様であります。

報告セグメント 主要な製品

ワコール事業（国内）
インナーウェア（ファンデーション、ランジェリー、ナイトウェア）、アウタ

ーウェア、スポーツウェア、その他繊維関連商品他

ワコール事業（海外）
インナーウェア（ファンデーション、ランジェリー、ナイトウェア）、アウタ

ーウェア、スポーツウェア、その他繊維関連商品他

ピーチ・ジョン事業
インナーウェア（ファンデーション、ランジェリー、ナイトウェア）、その他

繊維関連商品他

５．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、ワコール事業（国内）、ワコール事業（海外）及びピーチ・ジョン事業で

あります。当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

　なお、各報告セグメントは、以下の製造・販売を行っております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

調整額
（注）３

連結ワコール
事業

（国内）

ワコール
事業

（海外）

ピーチ・
ジョン
事業

計

売上収益

外部顧客に対する売上収益

（注）２
47,275 35,028 5,502 87,805 7,325 － 95,130

セグメント間の内部売上収益 332 6,971 93 7,396 2,546 △9,942 －

合計 47,607 41,999 5,595 95,201 9,871 △9,942 95,130

セグメント利益（△損失）

（注）４
1,303 △5,023 △37 △3,757 373 － △3,384

その他の項目

減損損失（注）５ 20 6,372 － 6,392 － － 6,392

持分法による投資の減損損失

（注）５
1,289 － － 1,289 － － 1,289

（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）１

調整額
（注）３

連結ワコール
事業

（国内）

ワコール
事業

（海外）

ピーチ・
ジョン
事業

計

売上収益

外部顧客に対する売上収益

（注）２
45,006 34,549 5,165 84,720 5,447 － 90,167

セグメント間の内部売上収益 223 6,502 65 6,790 1,787 △8,577 －

合計 45,229 41,051 5,230 91,510 7,234 △8,577 90,167

セグメント利益（△損失）

（注）４
8,497 2,783 △44 11,236 315 － 11,551

その他の項目

減損損失（注）５ 365 － － 365 － － 365

(2）報告セグメントに関する情報

　報告セグメントの会計方針は、注記「３．重要性がある会計方針」で記載している当社グループの会計方針と

同一であります。

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ルシアン事業等を含みます。主

な収益は、インナーウェア（ファンデーション、ランジェリー）、その他繊維関連製品他によるものであり

ます。

２．外部顧客に対する売上収益には、顧客との契約から生じた収益及びその他の源泉から生じた収益が含まれて

おります。その他の源泉から生じた収益は、主にリースに関する収益であります。

３．調整額は、セグメント間取引消去金額であります。

４．セグメント利益（△損失）の合計については、要約中間連結損益計算書の営業利益（△損失）と一致してお

ります。なお、営業利益（△損失）から税引前中間利益（△損失）までの調整については、要約中間連結損

益計算書に記載のとおりです。

５．減損損失及び持分法による投資の減損損失の詳細については、注記「７．非金融資産の減損」に記載してお

ります。

６．セグメント間取引は、原価に利益を加算した金額で行われております。
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

日本 59,562 55,040

アジア・オセアニア 10,976 10,194

欧米 24,592 24,933

合計 95,130 90,167

(3）地域別に関する情報

　外部顧客に対する売上収益の地域別内訳は以下のとおりであります。

（注）１．売上収益は連結会社の所在地を基礎とし分類したものであります。

２．欧米のうち、米国における前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の売上収益は、それぞれ17,267百万

円及び17,029百万円であります。

６．企業結合

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（取得による企業結合）

(1）企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：Bravissimo Group Limited

事業の内容：女性用インナーウェア、水着等の企画開発、及び直営店や自社ECでの販売

②　取得日

2024年９月26日

③　取得した議決権付資本持分の割合

100％

④　企業結合を行った主な理由

　当社グループは、海外事業において主要市場の英米中での着実な成長実現、サプライチェーンの最適化に

よる高収益構造への変革を果たすべく、新しい事業機会の創出に向けて検討を重ねてきました。中でも英国

は、EC事業の強化を加速すると同時に、競争優位の源泉である商品の快適性や着け心地を正しく消費者に実

感していただくフィッティングサービス機会供与の強化、併せて、ラージサイズ商品市場でのドミナントポ

ジションの堅持・向上に注力しております。

　Bravissimo Groupは、フィッティングを重視したオフライン・オンライン双方での消費者とのコミュニケ

ーションを強みとしており、店頭では経験豊富な販売員がコンサルティングサービスを行うほか、自社ECサ

イトでは電話、メール、ライブチャットによるサポートに加え、ビデオ通話を利用したバーチャルフィッテ

ィングも実施しております。こうした丁寧な販売活動を通して、売上の多くは過去に購買経験のある消費者

からもたらされております。

　Bravissimo Groupを当社グループの一員に迎えることで、卸売事業が主体だったワコールヨーロッパは消

費者へ直接アプローチできる直営店を拡げることが可能になります。この結果、これまで以上に、販売結果

や消費者情報を迅速に分析できるようになることから、サプライチェーンにおける事業効率の向上を目指し

ます。一方で、Bravissimo Groupにおいては、ワコールヨーロッパの卸売事業の販売ネットワークを最大限

に活かした、自社ブランド「Bravissimo」の海外（英国外）市場への拡大が可能となります。

　また、新たな「Bravissimo」ブランドを加えることで、ワコールヨーロッパにとっては、従来から強みと

している大きいカップサイズマーケットにおいてドミナントポジションを確立できるだけでなく、同時に、

両社の優れた特性を組み合わせることによって、将来的には商品のデザイン・企画開発、生産や物流といっ

た点で、競争優位性を高めて行くことができると確信しております。

⑤　被取得企業の支配の獲得方法

現金を対価とする株式取得
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（単位：百万円）

金額

支払対価の公正価値(現金) 8,726

取得資産及び引受負債の公正価値

現金及び現金同等物 1,374

その他の流動資産 3,391

非流動資産 3,559

流動負債 △2,158

非流動負債 △2,149

取得資産及び引受負債の公正価値（純額） 4,017

のれん 4,709

（単位：百万円）

金額

取得により支出した現金及び現金同等物 8,726

取得時に被取得会社が保有していた現金及び現金同等物 △1,374

子会社の取得による支出 7,352

(2）取得日現在における支払対価、取得資産及び引受負債の公正価値

（注）上記金額は、当中間連結会計期間末において取得対価の配分が完了していないため、

現時点で入手可能な情報に基づいて暫定的に算定された金額であります。

　当該企業結合に係る取得関連費用は310百万円であり、すべて要約中間連結損益計算書の「販売費及び一般管

理費」に計上しております。

　当該企業結合により生じたのれんは、ワコール事業（海外）セグメントに計上されております。のれんの主な

内容は、個別に認識要件を満たさない、取得から生じる超過収益力であります。

　なお、のれんについて、税務上損金算入を見込んでいる金額はありません。

(3）取得に伴うキャッシュ・フロー

(4）業績に与える影響

　取得日以降にBravissimo Groupから生じた売上収益及び中間利益は、重要性がないため記載を省略しており

ます。また、企業結合が期首に実施されたと仮定した場合、当中間連結会計期間における当社グループの売上

収益及び中間利益は、それぞれ96,484百万円及び9,119百万円であったと算定されます。なお、当該プロフォー

マ情報は期中レビューを受けておりません。

（子会社株式の譲渡）

　当社グループは、当中間連結会計期間において保有する株式会社七彩の株式の一部を売却しております。この

株式譲渡に伴い、当社グループの所有持分は、99.96％から14.99％に減少し、同社に対する支配を喪失したこと

から、同社を当社グループの連結範囲から除外しております。支配の喪失に関連した利益は、要約中間連結損益

計算書の「その他の収益」に含まれております。
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７．非金融資産の減損

　前中間連結会計期間において、ワコール事業（国内）に含まれる㈱ワコールの建物及び構築物、工具器具及び備

品について、減損損失20百万円を計上しております。これは、所有する一部の店舗について売上の低迷が続いたこ

とが主な要因となっております。

　また、ワコール事業（海外）に含まれるワコールインターナショナル（米国）に係るのれんについて、減損損失

6,372百万円を計上しております。これは、IO社のLIVELY事業から撤退し、同社を清算することを決定したことが

要因となっております。

　なお、減損損失は、要約中間連結損益計算書の「その他の費用」に計上しております。

　前中間連結会計期間において、ワコール事業（国内）に含まれる一部の投資先について株価の下落により減損の

客観的な証拠が存在すると判断したため、持分法で会計処理されている投資の帳簿価額を回収可能価額まで減額し

ました。その結果、減損損失1,289百万円を計上しております。

　当中間連結会計期間において、ワコール事業（国内）の土地、建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具器具

及び備品、ソフトウェアについて、減損損失365百万円を計上しております。これは、国内製造子会社の生産拠点

の集約・再編のため、㈱ワコールマニュファクチャリングジャパンの福岡工場の譲渡、熊本工場及び新潟工場の操

業停止を決定したことが要因となっております。

　なお、減損損失は、要約中間連結損益計算書の「その他の費用」に計上しております。

８．資本金及びその他の資本項目

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（自己株式の取得）

当社は、2023年５月12日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得を行いました。この取得により、当中

間連結会計期間において自己株式が1,070,000株増加しております。

（自己株式の消却）

当社は、2023年５月12日開催の取締役会決議に基づき、2023年５月26日付で、自己株式3,500,000株の消却を

実施いたしました。

（自己株式の処分）

当社は、2023年６月28日開催の取締役会決議に基づき、当中間連結会計期間において譲渡制限付株式報酬とし

て自己株式21,100株（52百万円）を処分いたしました。

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（自己株式の取得）

当社は、2024年５月15日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得を行いました。この取得により、当中

間連結会計期間において自己株式が920,000株増加しております。

（自己株式の消却）

当社は、2024年５月15日開催の取締役会決議に基づき、2024年５月24日付で、自己株式5,500,000株の消却を

実施いたしました。

（自己株式の処分）

当社は、2024年６月25日開催の取締役会決議に基づき、当中間連結会計期間において譲渡制限付株式報酬とし

て自己株式13,700株（40百万円）を処分いたしました。
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決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年５月12日

取締役会
普通株式 2,321 40.00 2023年３月31日 2023年６月５日

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年５月15日

取締役会
普通株式 2,753 50.00 2024年３月31日 2024年６月６日

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年11月９日

取締役会
普通株式 2,848 50.00 2023年９月30日 2023年12月８日

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年11月11日

取締役会
普通株式 2,709 50.00 2024年９月30日 2024年12月６日

９．配当金

(1）配当金支払額

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計
ワコール事業

（国内）
ワコール事業

（海外）
ピーチ・

ジョン事業

インナーウェア

ファンデーション・ランジェリー 38,082 31,513 4,763 1,633 75,991

ナイトウェア 2,910 230 311 28 3,479

リトルインナー 401 49 － 8 458

小計 41,393 31,792 5,074 1,669 79,928

アウターウェア・スポーツウェア等 3,591 2,088 16 1,581 7,276

レッグニット 544 － － 18 562

その他の繊維製品及び関連製品 1,166 1,111 412 338 3,027

その他 581 37 － 3,719 4,337

合計 47,275 35,028 5,502 7,325 95,130

10．売上収益

　主たる製品による収益の分解と報告セグメントとの関連は以下のとおりであります。

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他 合計
ワコール事業

（国内）
ワコール事業

（海外）
ピーチ・

ジョン事業

インナーウェア

ファンデーション・ランジェリー 35,917 31,353 4,565 1,693 73,528

ナイトウェア 2,812 208 248 28 3,296

リトルインナー 282 33 － 8 323

小計 39,011 31,594 4,813 1,729 77,147

アウターウェア・スポーツウェア等 3,628 1,954 10 1,580 7,172

レッグニット 643 － － 18 661

その他の繊維製品及び関連製品 1,073 949 342 422 2,786

その他 651 52 － 1,698 2,401

合計 45,006 34,549 5,165 5,447 90,167

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　当社グループは、主に、インナーウェア（主にファンデーション、ランジェリー、ナイトウェア）、アウターウ

ェア、スポーツウェア、その他の繊維製品及び関連製品等（以下、製品）の販売を行っており、国内外の小売業又

は卸売業を営む企業や消費者等を顧客としております。

　当社グループの製品の販売については、顧客に製品を引渡した時点で履行義務が充足されるため、その時点で収

益を認識しております。

　当社グループは、通常、履行義務を充足した時点で、顧客に対して取引価格を請求し、その後短期間で回収をし

ております。

　当社グループの収益は、取引価格から値引、リベート等を控除した金額で算定しております。また、製品の販売

にあたっては、顧客から返品が発生することが想定されます。取引価格の算定に際し、過年度の実績等を考慮して

顧客に対する予想返金を見積り、収益から控除しております。

　顧客との契約から生じた契約負債のうち、主なものはポイントに係るものであります。

　当社の一部の子会社は、販売促進を目的としてポイント制度を導入しており、商品の購入時等に顧客にポイント

を付与しております。顧客に付与されたポイントは履行義務として識別され、ポイントの使用時に履行義務が充足

されます。付与後２年間にわたり、使用又は期限切れにより充足される見込みであります。期末日時点で未使用の

ポイントは契約負債として計上され、その金額は過年度の使用実績等を考慮して見積もっております。また、契約

負債は「その他の流動負債」に含めて処理しており、主にワコール事業（国内）のインナーウェアから発生してお

ります。

　当社グループにおいては、上記を除いて個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、残存履行義

務に関する情報の記載を省略しております。

　顧客に製品を引き渡してから対価を受領するまでの期間が１年以内と見込まれる契約については、実務上の便法

を使用し、対価について重大な金融要素の調整は行っておりません。

（単位：百万円）

前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

固定資産売却益 5 9,135

その他 743 1,133

合計 748 10,268

11．その他の収益

　その他の収益の内訳は以下のとおりであります。
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前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

親会社の所有者に帰属する中間利益（△損失）

（百万円）
△4,404 8,773

参加型資本性金融商品に帰属する中間利益（△損

失）（百万円）
△2 7

基本的１株当たり中間利益（△損失）の計算に使用

する中間利益（△損失）（百万円）
△4,402 8,766

流通株式の加重平均株式数（千株） 57,879 54,938

参加型資本性金融商品の加重平均株式数（千株） 32 43

加重平均普通株式数（千株） 57,847 54,895

基本的１株当たり中間利益（△損失）（円） △76.09 159.69

前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

基本的１株当たり中間利益（△損失）の計算に使用

する中間利益（△損失）（百万円）
△4,402 8,766

中間利益調整額（百万円） － －

希薄化後１株当たり中間利益（△損失）の計算に使

用する中間利益（△損失）（百万円）
△4,402 8,766

加重平均普通株式数（千株） 57,847 54,895

普通株式増加数

新株予約権（千株） － 220

希薄化後の加重平均普通株式数（千株） 57,847 55,115

希薄化後１株当たり中間利益（△損失）（円） △76.09 159.05

12．１株当たり利益

　当社は、当社の取締役（社外取締役除く）及び当社子会社である㈱ワコールの取締役を対象とする譲渡制限付株

式報酬制度を導入しております。当制度に基づく株式のうち、権利が確定していない譲渡制限付株式を参加型資本

性金融商品として普通株式と区分しております。なお、普通株式と参加型資本性金融商品は親会社の所有者に帰属

する中間利益に対して同等の権利を有しております。

(1）基本的１株当たり中間利益（△損失）の算定上の基礎

(2）希薄化後１株当たり中間利益（△損失）の算定上の基礎

（注）前中間連結会計期間においては、新株予約権の行使が１株当たり中間損失を減少させるため、潜在株式は希薄化効

果を有しておりません。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

金融資産：

償却原価で測定する金融資産

社債 152 152 152 153

合計 152 152 152 153

金融負債：

償却原価で測定する金融負債

長期借入金（１年内返済予定含む） 3,460 3,383 5,671 5,644

合計 3,460 3,383 5,671 5,644

13．金融商品の公正価値

(1）公正価値の測定方法

　当社グループは、金融資産及び金融負債の公正価値について次のとおり決定しております。金融商品の公正価

値の見積りにおいて、市場価格が入手できる場合は市場価格を利用しております。市場価格が入手できない金融

商品の公正価値に関しては、適切な評価方法により見積りを行っております。

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務、短期借入金）

　これらは短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（株式）

　上場株式は、市場価格を用いて測定しております。非上場株式は、財務指標等をインプットとして使用した類

似企業比較法又はその他の適切な評価方法を用いて評価しております。

（デリバティブ）

　デリバティブは、取引金融機関から提示された公正価値を使用しております。

（長期借入金）

　当社グループの長期借入金の公正価値は、新たに同一残存期間の借入を同様の条件の下で行う場合に適用され

る利率を使用し、将来の見積りキャッシュ・フローを割引くことにより算定しております。これらの公正価値は

レベル２に基づいて測定しております。

(2）償却原価で測定する金融商品

　償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。

　なお、公正価値で測定する金融商品及び帳簿価額と公正価値が極めて近似している金融商品については、含め

ておりません。

(3）公正価値で測定する金融商品

　以下の表では、公正価値で測定する金融商品に関する分析を示しております。それぞれのレベルは以下のとお

り定義されております。

レベル１：測定日現在において入手可能な活発な市場における同一の資産又は負債の公表価格

レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外で、直接的又は間接的に観察可能なインプットに基づいて算出さ

れた公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

- 26 -
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（単位：百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産：

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

株式 － － 1,963 1,963

投資信託 236 － － 236

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

株式 47,003 － 890 47,893

その他 － － 31 31

合計 47,239 － 2,884 50,123

金融負債：

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

デリバティブ － 22 － 22

合計 － 22 － 22

（単位：百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産：

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

デリバティブ － 1 － 1

株式 － － 2,071 2,071

投資信託 288 － － 288

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

株式 37,424 － 1,238 38,662

その他 － － 31 31

合計 37,712 1 3,340 41,053

金融負債：

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

デリバティブ － 90 － 90

合計 － 90 － 90

　公正価値で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりであります。

前連結会計年度（2024年３月31日）

当中間連結会計期間（2024年９月30日）

　公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識してお

ります。前連結会計年度及び当中間連結会計期間において、公正価値レベル１とレベル２の間の重要な振替は

行われておりません。
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（単位：百万円）

株式 その他

期首残高 2,433 31

利得及び損失合計

純損益（注）１ 75 －

その他の包括利益（注）２ 69 －

購入 75 －

期末残高 2,652 31

純損益に含まれる期末保有の資産及び負債の未実現

損益（注）１
75 －

（単位：百万円）

株式 その他

期首残高 2,853 31

利得及び損失合計

純損益（注）１ 108 －

その他の包括利益（注）２ 25 －

その他 323 －

期末残高 3,309 31

純損益に含まれる期末保有の資産及び負債の未実現

損益（注）１
108 －

　評価プロセス

　レベル３に分類された金融商品については、社内で承認された公正価値測定に係る評価方法を含む評価方針

及び手続きに従い、経理担当者または資産評価担当者が各対象金融資産、金融負債の評価方法を決定し、公正

価値を測定しております。

　レベル３に分類された金融商品に関する定量的情報

　レベル３に分類した株式及びその他は、財務指標等をインプットとして使用した類似企業比較法またはその

他の適切な評価方法を用いて評価しております。観察不能なインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変

更した場合に見込まれる公正価値の増減は重要ではありません。

レベル３に分類された金融商品の調整表

　レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表は以下のとおりであります。

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（注）１．純損益に認識した利得又は損失は、要約中間連結損益計算書の「金融収益」又は「金融費用」に含めており

ます。

２．その他の包括利益に認識した利得又は損失のうち税効果考慮後の金額は、要約中間連結包括利益計算書の

「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産」に含めております。

14．後発事象

　該当事項はありません。

15．要約中間連結財務諸表の承認

　本要約中間連結財務諸表は、2024年11月14日に、当社の代表取締役社長矢島昌明及び最高財務責任者宮城晃によ

って承認されております。
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２【その他】

(1）期末配当

　2024年５月15日開催の取締役会において、2024年３月31日現在の株主に対して、第76期の期末配当を行うことを

決議いたしました。

①配当の総額　　　　　　　　　　　　　　　　2,753百万円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　50円00銭

③支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　2024年６月６日

(2）中間配当

　2024年11月11日開催の取締役会において、2024年９月30日現在の株主に対して、第77期の中間配当を行うことを

決議いたしました。

①配当の総額　　　　　　　　　　　　　　　　2,709百万円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　50円00銭

③支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　2024年12月６日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年11月14日

株式会社ワコールホールディングス

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

京 都 事 務 所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 佃　弘一郎

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 辻　　知美

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ワコー

ルホールディングスの2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から

2024年９月30日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算

書、要約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び要約中間

連結財務諸表注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社ワコールホー

ルディングス及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績並び

に中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認

められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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　※　１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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